
加美町まち・ひと・しごと創生総合戦略　進捗状況

【基本目標１】　里山経済の確立

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１

協働のまちづくり推進課
▸建設課

薪ストーブ導入助成（件） 2 9 4 一般家庭における薪使用量（㎥） 18 81 36

森林資源活用団体への助成（件） 2 2 2 活動団体による薪販売量（㎥） 23 5 5

小型メタン発酵装置の設置（基） 1 1 1 活動団体の活動回数（回） 13 22 12

液肥の散布試験面積（ａ） 70 130 - 小型メタン発酵装置見学者数（人） 3,500 7,100 6,900

協働のまちづくり推進課
▸建設課

太陽光発電システム導入助成（件） 29 29 29 Ｈ29導入太陽光発電能力合計（kWh） 156 159 174.55

一般家庭を対象とした節電所キャン
ペーン参加（世帯）

321 280 236 節電所キャンペーン達成（世帯） 164 110 82

節電所キャンペーンによる総削減量
（kWh）

21,220 14,194 11,357

森林整備対策室 町有広葉樹等の利用拡大 薪利用 薪利用 薪生産（㎥） 120 150

県林業振興課みやぎ材流通推進班と
の協議（回）

2 - - 協議内容 申請手続を確認 - -

みやぎ材利用センターとの協議
（回）

1 - - 協議内容 手数料を検討 - -

製材工場との協議（回） 2 - - 流通経路を協議 期間等を確認 - -

除伐・間伐実施Ａ（ha） 48.06 65.61 間伐材売払い収入（円） 9,515,570 8,684,247

森林施業共同化調査（件） 1 1 森林施業共同事業（件） 1 1

地域おこし協力隊任用（人） 1 1 新規林業従事者（人） 0 1

アウトドアランドに関する調査業務
（件）

1 - 調査報告書の提出 1

ジャパンエコトラック認定に向けた
基本方針設定業務（件）

1 -
ジャパンエコトラック共通ルート
マップ作成・印刷

20,000

アウトドアに関する検討委員会の開
催（回）

2 - 町民の意見聴取 報告書へ反映

アウトドアに関する人材育成講習会
の開催（回）

- - 講習会参加人数（人）

アウトドアに関する周知イベントの
開催（回）

イベント参加人数（人）

アウトドア環境整備 自転車 ロードバイク（台）

トレッキング スノーシュー（組）

看板 誘導看板（箇所）

カヌー カヤック購入（艇） 14

倉庫 保管倉庫建設（棟） 1

ボルダリング ボルダリングジム建設（棟） 1

小中学校の教育旅行受け入れ農家の
確保（個人会員）

66 69 63
小中学生の教育旅行受け入れ人数
（人）

1,481 1,431

小中学校の教育旅行受け入れ農家の
確保（団体会員）

2 2 2 その他体験等受入人数（人） 174 250

農家民宿の確保（軒） 2 農家民宿の利用者（人） 1,538

・アウトドアランド形成事業の浸透を図る上で、環境整
備は整ってきたものと思われる。今後は人材育成を継続
するなど受け入れ側の体制整備を整えたい。(H29)

・公共建築物への地元木材の利用も図られ、未利用木材
についても木炭や秋への加工など、新たな取組みも始ま
り、今後の活用にも期待できる。(H29)

・森林資源を貴重な財産と捉え、これまで同様に国・県
等の森林整備制度を最大限活用し、森林育成事業を着実
に実施するとともに、森林資源循環を重視した林業経営
や地場産材の利用促進に努める必要がある。(H29)

企画財政課

森林整備対策室

農林課

商工観光課

3 5観光資源の活用

地元木材の活用

1

2

3

木材の安定供給に向けた森林
環境の整備

4

2 公共施設や一般住宅などへの
地元木材の積極的活用

観光資源と観光施設を活用し
た交流人口の拡大

施策及び関連重要業績評価指標に関する評価コメント

・廃棄物系バイオマスの活用による循環型社会の構築
は、実証試験や普及啓発を通し、多くの住民に理解を得
られたものの、実現性の高い事業モデルを構築する必要
がある。木質バイオマスについては、薪としての需要創
出を推進し、安定供給体制を構築する必要がある。
(H29・H30)
・薪ストーブ等の助成により、化石燃料の使用削減と森
林資源の有効活用が図られたものの、かんな屑や製材副
産物の活用等、森林資源の更なる有効活用の推進を図る
必要がある。(H30)

施策No施策目標 担当課施策の内容

地域資源を活用した循環型社
会の構築

地域エネルギー資源の活用

再生可能エネルギーの導入と
省資源・省エネルギーの促進

・廃棄物系バイオマスの活用による循環型社会の構築
は、実証試験や普及啓発を通し、多くの住民に理解を得
られたものの、実現性の高い事業モデルを構築する必要
がある。節電への取組みは、住民に節電の意義を再認識
してもらい、意識向上を図っていく必要がある。(H29)
・太陽光発電システムへの助成により、再生可能エネル
ギーの利用促進が図られたものの、余剰電力を「貯め
る」、「効率よく使う」といった、新たなエネルギー活
用の向上を図っていく必要がある。(H30)
・町民の節電意識の向上について一定の役割を果たした
と考え、事業を廃止する。今後は、再生可能エネルギー
を活用する新事業補助金の拡充などにより、再生可能エ
ネルギーの推進、地球温暖化防止の普及啓発を図ってい
く。(H30)

協働のまちづくり推進課
▸企画財政課

1

協働のまちづくり推進課
▸農林課

　　　活動状況 　　　成果指標



加美町まち・ひと・しごと創生総合戦略　進捗状況

【基本目標１】　里山経済の確立

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１

施策及び関連重要業績評価指標に関する評価コメント施策No施策目標 担当課施策の内容 　　　活動状況 　　　成果指標

商店街拠点整備 どどんこ館 どどんこ館の年間売上（円） 25,033,000

空き店舗対策検討会議（回） 1

自主事業の開催（事業） 30 33 19 集客（人） 8,650 6,465 6,061

管弦楽団事業の推進（定期コンサー
ト回数）

2 2 2 団員の確保（人） 49 47 47

音楽技能修得施設の整備 廃校改修 - - 施設整備進捗率（％） 100 - -

国立音楽院周知交流事業・講座等の
開催（回）

3 62 79 交流事業等参加者数（人） 767 1,957 2,007

学校訪問・説明会の開催（回） - 39 30 町内に住所を有する学生数（人） - 7 15

６次産業化の啓発及び研修（セミ
ナー開催数）

1 1 - ６次産業化セミナー参加人数（人） 37 21 -

６次産業化に関する要望・意見の調
査（アンケート実施回数）

1 - - アンケート回答者（人） 28 - -

６次産業化チャレンジ助成金交付事
業助成件数（件）

- 4 3
６次産業化実践者数（チャレンジ助
成金活用事業者数）

- 3 3

起業者育成支援助成・創業者支援助
成事業に関する相談件数（件）

3 3 2
起業者の育成確保（助成金交付件
数）

3 3 2

創業セミナー開催数（件） 2 1 4 セミナー参加人数（人） 1 40 23

移住フェア等での創業支援ＰＲ
（回）

4 6 7 ＵＩＪターン創業相談件数（件） 0 6 12

9 農商工学連携による新たな特
産品の開発や販路の拡大 農林課 - - - - - - -

試験栽培を行う団体（薬用植物研究
会　個人会員数）

14 15 13
薬草：生薬等の収穫量（ムラサキ・
根）（kg）

6 6.5 30

試験栽培を行う団体（薬用植物研究
会　団体会員数）

6 5 5
試験栽培に関する製薬会社との契約
件数（件）

1 1 2

試験栽培を行っている薬草の種類
（品目）

5 5 2
薬草の収穫・出荷量（トウキ・根）
（kg）

- - 7

・試験栽培を始めて４年が経過し、栽培は概ね順調に実
施してきたが、薬用植物は除草剤や防虫剤等の農薬が使
えないため、非常に手間のかかる作物であることもわ
かってきた。今後、作付面積を拡大しても、労力が確保
できるか採算が取れるかなどの検証が必要となる。
(H29・H30)

・文化庁等から支援を受け年間３３回の事業を開催し、
町内外から多くの方々に足を運んでいただいた。さらに
市民オーケストラ「バッハホール管弦楽団」により、音
楽を通じた人づくりにも取り組んだ。様々な助成制度を
活用し、事業内容を充実させ、音楽の普及と充実に努め
ている。今後も地域住民の期待と要望に応えられる企画
を立て、魅力ある音楽のまちづくりの推進を図る必要が
ある。(H29)
・自主事業数を減らし源泉して開催したことにより、有
料公演１回あたりの平均入場者数は514名に増やすこお
ｔができた。（前年比209名増）また、「バッハホール
管弦楽団」により、音楽を通じた人づくりに取り組ん
だ。今後は、自立に向けた取り組みが必要と考える。こ
れからも事業内容を充実させ、魅力ある音楽のまちづく
りを進めていきたい。（H30）
・国立音楽院の学生の内目標とする半数以上が町内に住
所を有するという目標は達成し、また各種講座等も大変
好評を博している。音楽のまちづくりを通して交流人口
や関係人口、移住定住と繋げ、当初の目標である人口対
策の処方として実質的に機能するよう引き続き取り組ん
でいく必要がある。(H29・H30)

・今年度より創業支援セミナーを開催し、新たに起業を
考える人材への起業者育成支援事業について周知するこ
とができた。今後は、起業への行動を促すことも重要と
なるため、更なる制度の周知や相談体制の充実を図る必
要がある。(H29)
・H29年度、H30年度と創業支援セミナーを開催し、新た
に起業を考える人材への起業者育成支援事業について周
知することができた。加えて、首都圏等での移住セミ
ナー等を活用し、創業・企業支援事業のPRを行ってい
る。今後は、制度の周知、相談体制、支援の拡充を図る
ため、専門家を活用した継続的な支援ができるよう起業
者支援センター（仮称）の設置に向け検討していく。
（H30)

4 8

10 農産物の認証制度等を活用し
た産業の振興

3

6

7

農林課

農林課

起業支援を含む農業の６次産
業化を推進

ひと・しごと支援室
▸ひと・しごと推進課

商工観光課

中新田文化会館

企画財政課
▸ひと・しごと推進課

観光資源の活用

特産品開発・販売促進

商店街の拠点整備

音楽のまちづくりの推進



加美町まち・ひと・しごと創生総合戦略　進捗状況

【基本目標２】　健幸社会の実現

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１

特定健診受診率（％） 50.8 48.9 47.1 内臓脂肪症候群の割合（％） 18.8 22.9 23.4

検診結果に基づく個別保健指導（回
数）

23 23 22
内臓脂肪症候群（予備軍）の割合
（％）

11.7 10.7 10.7

検診結果に基づく個別保健指導率
（％）

84 86 94.2 運動習慣のある人の割合（％） 27.4 30.7 28.9

行政区健康教室実施状況（行政区
数）

77 78 76 夕食後に間食を摂る人の割合（％） 10.5 10.8 10.7

行政区健康教室実施状況（参加人
数）

1393 1450 1383

げんき加美町地場産給食の日の実施
回数（回）

2 2 2
学校給食地場産食材の使用率（％）6
月

19.4 17 11.9

学校給食地場産食材の使用率（％）
11月

31.2 37.1 41.6

食育教室の開催（回） 24 21 20
朝食で主食・主菜・副菜をそろえて
バランスよく食べる子どもの割合
（％）３歳半健診

48.8 41.1 27.2

食育教室の開催（参加人数） 810 693 599
夕食後に「週３回以上」おやつを食
べる子どもの割合（％）小学生

44.1
（Ｈ25）

- -

未就学児対象食育指導（回） 23 22 22
夕食後に「ほぼ毎日・毎日」おやつ
を食べる子どもの割合（％）小学生

25.6 -

未就学児対象食育指導（参加人数） 423 308 317

地域住民団体等の事業に対する助成
件数（件）

7 9 地域住民等が実施した事業数 7 9

まちづくり基本条例パンフレットの
配布（世帯）

8093 -

地域力向上事業聞き取り・取材件数
（件）

21
旭かわら版発行回数（回）
※１回あたり250部配布

5

地域力向上講演会等の開催件数
（件）

2
地域力向上講演会等の参加者数
（人）

46

青少年劇場小公演参加児童数（人）
６年生

203 177 196 小学６年生の参加率（％） 100 100 100

指定文化財維持管理・保持継承団体
への補助金交付件数（件）

16 15 14
有形文化財維持管理・修繕の実施率
（％）

100 100 100

文化財めぐり参加行政区数（行政
区）

8 8 9
無形民俗文化財保持継承団体数の維
持（％）

100 100 92

文化財めぐり参加人数（人） 128 125 112
文化財めぐりアンケート「大変良
かった」「良かった」の回答割合
（％）

98 94 98

出前授業実施回数（回） 9 11 16

チャレンジウィークの実施（参加人
数・人）

12,184 12,001 12,114
チャレンジウィーク1週間における運
動実施率（％）

49.98 50 51.26

スポーツ少年団活動の支援（団員
数・人）

618 623 645
町内小中学生のスポーツ少年団加入
率（％）

35.7 36.73 38.9

指定管理者における管理施設数（施
設）

9 9 9 指定管理体育施設利用者数（人） 155,437 162,069 148,684

6 美しいまちなみ景観づくりの
推進

協働のまちづくり推進課
▸ひと・しごと推進課

ＳＮＳ（Facebook）投稿件数（件） 27 290
加美町まちづくり連絡会議への「い
いね！」件数（件）

79 67

商店街の魅力とにぎわうぃを検討す
るための委員会の開催数（回）

14 - 委員会出席者数（人） 104 -

商店街のにぎわいと繁栄のための自
主事業の開催数（回）

6 - 自主事業参加人数（人） 403 -

商店街を会場としたイベントの開催
数（回）

- 4 イベント来場者数（人） - 74,200

３地区商店街にぎわいづくり委員会
におけるFacebookによる情報発信回
数（回）

- 170
投稿に対する平均「いいね！」数
（件）

- 20

商工観光課

・住民や観光客がまち歩きを楽しめるような仕掛けづく
りや情報発信の方法について専門家やメディア等を積極
的に活用し、ＰＲしていくことが必要となている。
(H29)

・住民が自主的・主体的に運営する総合型スポーツクラ
ブについて、クラブを運営する上で自主財源の確保、運
営体制の確立、他団体等事業町政など課題があることか
ら、クラブの運営に対して、町として継続的な支援が必
要である。（H29・H30）

保健福祉課

教育総務課

協働のまちづくり推進課
▸ひと・しごと推進課

・美しいまちなみ景観は、自然風景だけでなく、その地
域に住む人々の暮らしや生業が現われているものであ
り、様々な地域づくり活動が美しい景観を生み出すこと
から、目指すべき姿を共有してより多くの住民参加が必
要である。(H29)

保健福祉課

・まちづくり基本条例に掲げるまちづくりの基本的な
ルールの理解促進と地域住民が自主的に主体となって取
組む地域づくり活動への支援は必要である。(H29)

・加美町で１カ所の会場で開催するようになって12年目
になり、芸術鑑賞の機会はこの事業のみという学校も多
い。事業を継続することにより、町内の小学校に芸術文
化に触れる機会を提供し、豊かな情操を養うためにも継
続していくべき事業である。(H29・H30)
・文化財等の維持及び保持団体の活動費用において町補
助金が占める割合が高いことから補助金の交付により活
動を支援していく必要がある。文化財めぐりや出前授業
は町の文化施設・文化財を広く周知し、活用してもらう
よう内容の充実を図りたい。（H29・H30）

体育振興室
▸スポーツ推進室

生涯学習課

7 まち歩きの推進

歩きたくなるまちづくり 3

3

4

生きがいづくりの推進 2

5 生涯スポーツの推進

芸術・文化活動の推進

ボランティア・ＮＰＯ・コ
ミュニティ活動の支援

施策及び関連重要業績評価指標に関する評価コメント
（Ｈ29事業）

健康習慣の確立 1 1 生活習慣病予防対策の充実 ・運動習慣のある人が若干増加したが、特定保健指導に
よる１年後のメタボの減少率が14.3％と減少している。
加美町は子どもから大人まで肥満が多く、町民の生活習
慣の課題は大きいため、環境整備等も含めて検討した
い。(H29)
・加美町は子どもから大人まで肥満が多く、町民の生活
習慣の課題は大きいため、環境整備等も含めて検討した
い。(H30)

2 食育の推進 ・食育関連事業は、年間67回1,269名に対して実施し
た。関係機関との課題共有と連携を図るための調整会議
等を開催し、団体を巻き込む働きかけを推進した。ま
た、平成29年度に実施した食育推進計画中間評価で見え
た課題を整理・発信し、今後の展開を図る。(H29)
・食育関連事業は、年間62回1,006人に対して実施し
た。関係機関との課題共有と一貫した啓発活動を展開す
るために調整会議を開催し、団体を巻き込んだ活動を推
進した。令和元年には、第２期食育推進計画最終評価の
ためのアンケート調査を実施する。（H30)

施策目標 施策No 施策の内容 担当課 　　　活動状況 　　　成果指標



加美町まち・ひと・しごと創生総合戦略　進捗状況

【基本目標２】　健幸社会の実現

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１

施策及び関連重要業績評価指標に関する評価コメント
（Ｈ29事業）

施策目標 施策No 施策の内容 担当課 　　　活動状況 　　　成果指標

敬老会事業出席者数（人） 1,368 1,329 1,287 65歳以上の要支援認定率（％） 1.7 1.5 1.6

敬老会事業出席率（％） 32.6 31.7 31.1 65歳以上の要介護認定率（％） 17.5 17.2 17.8

老人クラブ活動団体数（人） 47 45 44
要支援改善率（％）※介護度が下
がった者の割合

9.4 6.1 3.3

老人クラブ活動団人数（人） 2,185 2,084 2,032
予介護改善率（％）※介護度が下
がった者の割合

9.3 8.8 10.7

ミニデイサービス活動数（回） 657 646 657
65歳以上の寝たきり高齢者率（％）
B,Cランク

6.8 6.7 7

ミニデイサービス参加人数（人） 1,947 2,179 2,188
65歳以上の認知症有病率（％）Ⅱa以
上

12.5 12.4 12.8

高齢者温泉利用券交付実績（枚） 2,237 - -

高齢者温泉入湯助成事業利用人数
（人）

37,446 42,662 41,943

シルバーハウジング設置場所に関す
る検討（打合せ開催回数）

5 - - 設置場所の決定 宮崎地区 - -

シルバーハウジングの運営に関する
検討（打合せ開催数）

- 1 - 落成式の実施 -

H30.3
募集開始
Ｈ30.4

 1名入居

-

シルバーハウジング入居募集を実施
（広報掲載回数）

- - 6 新規入居者の数（人） - - 2

介護従事スタッフ研修会開催数
（回）

4 4 4 65歳以上の要支援認定率（％） 1.7 1.5 1.6

介護従事スタッフ研修会受講者数
（人）

172 169 200 65歳以上の要介護認定率（％） 17.5 17.2 17.8

介護予防啓発事業（元気応援講座）
開催数（回）

103 98 97
要支援改善率（％）※介護度が下
がった者の割合

9.4 6.1 3.3

介護予防啓発事業（元気応援講座）
参加人数（人）

2187 2041 1814
予介護改善率（％）※介護度が下
がった者の割合

9.3 8.8 10.7

介護予防啓発事業（各種筋力アップ
教室等）開催数（回）

89 67 67
65歳以上の寝たきり高齢者率（％）
B,Cランク

6.8 6.7 7

介護予防啓発事業（各種筋力アップ
教室等）参加人数（人）

1445 1340 1648
65歳以上の認知症有病率（％）Ⅱa以
上

12.5 12.4 12.8

在宅医療・在宅介護関係者との話し
合い

推進会議設立 協議会開催 協議会開催

在宅医療・在宅介護関係者との話し
合い（懇談会）

小野田・宮崎 中新田 小野田・宮崎

・敬老会については、参加率の低迷は続いているものの
地域から廃止を求める声はなく、当面は現状のままの継
続することとするが、開催形式や町が主体となって開催
することの是非などについて検討を始める必要がある。
敬老祝金等支給については、平均寿命の延伸に伴い今後
さらに対象者の増加が見込まれることから、中期的に支
給対象年齢や支給額見直しも必要。（H29)

地域包括ケアシステムの確
立

4 8 高齢者の生きがい対策の充実

保健福祉課

9 地域包括ケアシステムの確立

町民課

地域包括支援センター

・高齢者の住みよい環境づくりをシルバーハウジングを
通じて行っている。入居希望者の中には、入居要件に当
てはまらず入居できない高齢者もいたことから、入居で
きるよう今後も対応を検討していく。(H30)
・地域包括ケアシステムの構築のための介護予防事業や
多職種の連携等重要な事業を計画的に実施することがで
きた。(H29・H30)



加美町まち・ひと・しごと創生総合戦略　進捗状況

【基本目標３】　子ども・子育て応援社会の実現

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１

志教育支援事業の推進（県指定校） 1 - -
将来の夢に向け希望を持つ子どもが
増えた

1 1 -

講演会の開催 - 1 -
将来の夢を発表し、目標を持つこと
ができた

1 1 -

志教育に関する補助金交付件数
（件）

- - 6 志教育実施小中学校数（校） - - 6

学校独自研究事業補助（小学校）件
数（校）

9 9 9 特色ある学校づくり 実施 実施 実施

学校独自研究事業補助（中学校）件
数（校）

3 3 3 学力の向上
活動の成
果と課題
の把握

活動の成
果と課題
の把握

活動の成
果と課題
を検証

加美町小中学校学力到達度テストの
実施（小学校）

全学年 全学年 全学年 修繕工事（工事実績） 71,024,719 42,424,560 71,841,302

加美町小中学校学力到達度テストの
実施（中学校）

1・2年 1・2年 1・2年 修繕工事（机・椅子の更新） 13,309,488 3,888,000

教育環境の整備 修繕工事の実施 修繕工事の実施 修繕工事の実施

ＩＣＴ機器の充実 小学校 中学校 - ＩＣＴ機器の導入 一部 9小学校 -

ＩＴ機器の充実（機器更新・無線Ｌ
ＡＮの設置）した小学校（数）

6 - 3 ＩＣＴ機器の更改小学校数（校） - - 3

スクールソーシャルワーカーの訪問
活動回数（回）

126 124 191
問題が解決した又は好転した割合
（％）

25 14 39

町内小中学校の生徒指導情報交換会
の実施

実施 実施 実施 情報交換会の実施回数（回） 2 2 3

青年交流センター利用者（人） 305 364 374
センター事業を通じて成婚に至った
件数（組）

5 - -

青年交流センター定例相談会の開催
（件）

52 56 32
出会いイベントでのカップル成立数
（組）

11 12 24

青年交流センター訪問相談件数
（件）

10 17 7
センター事業（お茶会等）でのカッ
プル成立数（組）

- 2 1

青年交流センター交流事業の開催
（回）

35 47 47

出会いイベントの開催（回） 2 3 3

出会いイベント参加者数（人） 71 75 83

教育総務課
要保護・準要保護者として認定し、
就学援助費を支給する（認定者人
数）

201 210 255
学用品や新入学用品、修学旅行費、
給食費を支給し、学校教育の円滑な
実施を目指す。（支給額：万円）

1,471 1,868 2,015

子育てガイドブックによる情報提供 - - -
子育て応援ガイドブックの配布
（冊）

500 500 -

要保護児童対策機関の連携強化 - - - 子育て応援ガイドブックのＰＲ ＨＰ掲載 ＨＰ掲載 配布と周知

要保護児童在籍機関との連携 訪問調査 訪問調査 関係機関との連携

小規模保育施設の整備（棟） 1 1 1 小規模保育施設の整備（棟） 1 1 1

一時預かり保育事業体制の確保（人
／日）

3 3 - 一時預かり保育利用人数（人） 194 252 -

私立幼稚園による預かり保育実施 - - 小鳩幼稚園 私立幼稚園利用児童数 - - 8

病児・病後児保育（体調不良型）体
制の確保

看護師対応 看護師対応 -
病児・病後児保育（体調不良型）利
用人数（人）

1,390 1,628 -

認定こども園・幼稚園への入園許可
（申込み人数）

313 288 271
認定こども園・幼稚園への入園承諾
数（人）

307 279 263

保育補助員への研修会の開催（回） 1 1 1 保育補助員研修への参加人数（人） 39 34 27

子育て支援センター並びに子育て支
援広場の実施（保育所・こども園の
合計開設日数）

627 620
子育て支援センター並びに子育て支
援広場の利用者数（人）

6,573 7,518 7,207

こども公園庁内職員検討委員会の開
催（回）

8 加美町子ども公園基本計画 成果品受理

こども公園基本計画業務委託 発注
職員・起業・団体へのイクボスに関
する啓発（研修会参加人数）

47

イクボス研修会の開催（回） 1 加美町公園施設等長寿命化計画 策定

既存公園の調査（箇所） 109 公園等長寿命化計画の進行管理 計画更新

町民課

子育て支援室

子育て支援室

地域の子育て支援の充実

子育て支援室

・子育て支援センター等利用者への子育ての相談や情報
提供が図られている。（H29・H30)
・加美町公園施設等長寿命化計画を策定、子どもたちや
親子が安全に安心して遊ぶことができるために修繕、撤
去、新設を10年計画で進めていく。（H29・H30）
・イクボスについての認識や取組みに関して、関係機関
に情報を提供できた。（H29・H30)

教育総務課

・平成28年度から1名配置し、29年度から2名とした。相
談体制を充実させ、家庭、学校、地域が一体となり、子
どもたちの健全な育成に向けた環境づくりに取り組む必
要がある。(H29)

教育施設・教育環境の整備

教育総務課

・学力向上に努めるとともに、各学校で地域の特色を生
かした教育活動に取り組む必要がある。教育環境の整備
は、計画的に進める必要がある。（H29）
・子ども達が学校において安心して生活し、能力を発揮
することができるよう引き続き取り組んでいく。
（H30）

3 情報社会への対応

教育総務課

・教育現場のＩＣＴ化を進め、機器の整備を進めるとと
もに、教員が十分活用できるように進めていく必要があ
る。(H29・H30)

子育て支援の充実 2 5 子どもを健やかに育む環境づ
くり

・少子化対策として本事業は今後も取り組む必要性が大
きい。独身者のニーズや動向を把握しながら、より効果
的な方策を検討・実践していく。（H29・H30）
・経済的理由により、就学が困難と認められる児童生徒
の保護者に引き続き援助する必要がある。(H29・H30)
・各種手続きやサービス内容の情報を子育て世帯に提供
できている。また、要保護児童対応については非常勤相
談員の対応経験増により、よりよい対応が図られてきて
いる。（H29・H30)

6 就学前の教育・保育の総合的
な推進

・ちいさなもりのほいくえんを新設したが、子育て世帯
の生活環境の変化等による保育ニーズが高まっており、
年度途中からの待機児童の解消まではいかない状況であ
るため、今後も保育施設の体制整備や保育サービスの充
実を進める必要がある。（H29)
・待機児童数をなくすために保育士を確保する必要があ
る。（H29・H30)
・施設整備よる待機児童解消について効果は期待できる
が、年園保育ニーズが高まり、教育保育施設の体制整備
が必要である（H30)

教育総務課

7

施策及び関連重要業績評価指標に関する評価コメント
（Ｈ29事業）

学校教育の充実 1 1 知・徳・体の調和のとれた子
どもの育成

教育総務課

・この事業により、将来の夢や希望を持つ児童生徒が増
えてきており、県の指定はないが、引き続き取り組む。
(H29・H30)

4 健全な青少年の育成

施策目標 施策No 施策の内容 担当課 　　　活動状況 　　　成果指標

2



加美町まち・ひと・しごと創生総合戦略　進捗状況

【基本目標３】　子ども・子育て応援社会の実現

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１

施策及び関連重要業績評価指標に関する評価コメント
（Ｈ29事業）

施策目標 施策No 施策の内容 担当課 　　　活動状況 　　　成果指標

既存公園利活用アンケート回収率
（％）

64.8
イクボスに取組むための情報提供
（庁内課・室）

2 関係機関に周知

既存公園利活用会議開催数（回） 3

公園等長寿命化計画の進行管理 担当課へ依頼

イクボス同盟会議等への参加（回） 2 会議等へ出席

児童館の運営数 1 1 施設運営 児童の利用登録者数（人） 526 587 608 651

放課後児童クラブの運営数 8 8 施設運営

下原地区遊休用地造成実施設計業務 発注 下原地区遊休用地造成実施設計 成果品受理

下原地区定住促進宅地造成 発注
下原地区定住促進宅地造成（区画
数）

13

下原地区定住促進住宅付帯工事 発注
下原レインボービレッジ成約件数
（区画）

13

下原レインボービレッジ分譲世帯
数・人数（町外）

3・9

下原レインボービレッジ分譲世帯
数・人数（町内）

8・30

海外の文化などに触れる機会（国際
交流協会主催事業数）

4 4
海外の文化などにふれる機会への参
加者数（海外料理教室）

14 -

東京横浜独逸学園との交流会数（実
行委員会開催数）

1
海外の文化などにふれる機会への参
加者数（留学生との交流）

- 8

海外の文化などにふれる機会への参
加者数（ＡＬＴとの交流会）

9 23

海外の文化などにふれる機会への参
加者数（視察研修）

5 7

海外の文化などにふれる機会への参
加者数（国際イベント）

90 86

東京横浜独逸学園との交流事業への
参加者数（人）

48 事業廃止

東京横浜独逸学園参加者数（人） 48 事業廃止 -
小野田地区小学６年生児童の事業参
加率（％）

100 事業廃止 -

実行委員会への助成額（円） 50,000 事業廃止 - 実行委員会への補助金実績額（円） 50,000 事業廃止 -

小中学校へのＡＬＴ配置（ＪＥＴ）
数（人）

2 2 2 小中学生における外国語の定着

小中学校へのＡＬＴ配置（民間委
託）数（人）

4 4 4

首都圏の移住希望者へ向けた町単独
移住定住セミナーの開催件数（件）

2 -
町単独セミナーによる移住人口の確
保（人）

1 0

ふるさと回帰フェア等に参加件数
（件）

2 -
ふるさと回帰フェア等参加に伴う移
住人口の確保（人）

0 0

移住に係るパンフレット作成
移住

協力隊
- 移住に関わる相談件数（件） 66 - -

首都圏の移住希望者に向けた町単独
移住セミナーやふるさと回帰フェア
等各種セミナーへの参加（件）

- 6 7
町窓口での移住相談による移住人口
の確保（人）

- 2 7

首都圏の移住希望者に向けた町単独
移住セミナーやふるさと回帰フェア
等各種セミナーでの相談者数（人）

- 103 65 移住者のうち町内案内を実施（人） - 2 6

町窓口での移住相談人数（人） - 30 23

移住相談者のうち来町人数（人） - 13 9

移住相談者への町案内延べ日数
（日）

- 12 11

ファミリー住ま居る（スマイル）住
宅取得補助金の実施（交付世帯数）

35 33 37
新たな定住人口の確保（転入世帯
数）

7 9 10

新たな定住人口の確保（転入者数） 18 22 27

空き家バンクによる町内居住の需給
調整（賃貸成立件数）

2 - 2
空き家バンクによる町内定住人口の
確保（人）

8 - 10

空き家バンクによる町内居住の需給
調整（売買成立件数）

2 - 2
新たに空き家バンクに登録された物
件に対する成立件数（賃貸）

1 - 2

空き家バンクへの新規登録件数
（件）

7 - 5
新たに空き家バンクに登録された物
件に対する成立件数（売買）

1 - 1

・重点課題となっている人口減少に取り組むため、広原
スマイルタウンに続く第２弾の宅地分譲として、小野田
地区にある町の遊休地を活用し、新たに宅地13区画を造
成した。今後、分譲地の完売に向けて、取組みを強化し
ていく。（H29)
・マイホームを取得したいと考えている方にとって、こ
の補助制度があることで町内に残る、加美町へ転入する
ことを考えるきっかけになると考えている。実績も出て
いるため評価できるものと考える。（H30)
・平成24年度から空き家バンク事業を行っており、これ
まで延べ54件の物件が登録され、30件（賃貸15件、売買
15件）の交渉が成立している。移住希望者に対し、紹介
できる物件が少なければ移住・定住が進まない恐れもあ
り、空き家の有効活用や除去費用など、国の補助制度等
を活用した支援に取り組む必要がある。(H29・H30）

9

8 子育てにやさしい環境づくり

地域の子育て支援の充実

子育て支援室

・子育て支援センター等利用者への子育ての相談や情報
提供が図られている。（H29・H30)
・加美町公園施設等長寿命化計画を策定、子どもたちや
親子が安全に安心して遊ぶことができるために修繕、撤
去、新設を10年計画で進めていく。（H29・H30）
・イクボスについての認識や取組みに関して、関係機関
に情報を提供できた。（H29・H30)

ひと・しごと支援室
▸ひと・しごと推進課

協働のまちづくり推進課
▸ひと・しごと推進課

・開設時間や支援員の従事時間を徐々に増やして対応を
図っている。（H29)
・土曜解説や支援員の従事時間を徐々に増やして対応を
図っている（H30)
・広原スマイルタウンは全16区画のうち14区画で住宅の
建設が完了し、51人が入居している。残りの2区画につ
いても、平成30年度中には入居する予定。下原レイン
ボービレッジにちては、早期の完売に向けて取り組みを
強化していく。（H29)
・広原スマイルタウンは、全16区画で住宅建設が完了し
57人が入居している。下原レインボービレッジについて
は、13区画中11区画で成約済みであるが、完売に向けて
取り組みを強化していく。（H30)

継続して移住セミナーに参加している成果が徐々に表れ
始めている。相談件数も増えてきており、セミナーに参
加した方が実際に加美町を訪れている。また、宮城県に
移住を考えている方で加美町を候補地の一つに挙げる方
もおり、首都圏の移住窓口との連携の重要性を感じる。
（H29)
外部への発信は先進自治体の事例も取り入れながら今後
とも強力に進めるとともに、地域住民の意識醸成も推進
していく必要がある。また、職員対応だけでなく田舎暮
らしや農的生活へのアドバイスができる相談機関の構築
も併せて検討していく必要がある。（H30)
・目標値は達成している（目標累計10人／実績23人：
H27-8、H28-6、H29-2、H30-7)ため、今後も継続して取
り組むべきと考える。近隣市町村や全国自治体等の動き
も捉えながら、事業内容を改善して進めていきたい。
（H30)

・ＡＬＴ６名を配置し、英語教育の充実に努めてきた
が、小学校の外国語の教科科もあり、さらに外国語教育
の充実に取り組む必要がある。(H29・H30）

・国際交流は、子どもから大人まで全住民が参加できる
ものであり、多様な文化と価値観に触れることによる人
材育成が必要である。
・東京横浜独逸学園交流事業については、平成29年度に
事業廃止。

子育て支援室

2

移住・定住の促進 4 11 移住の促進

ひと・しごと支援室
▸ひと・しごと推進課

企画財政課

ひと・しごと支援室
▸ひと・しごと推進課

定住の促進12

国際交流の充実 3

10 外国語教育の充実

教育総務課

国際交流の推進

生涯学習課

子育て支援の充実 2

7



加美町まち・ひと・しごと創生総合戦略　進捗状況

【基本目標３】　子ども・子育て応援社会の実現

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１

施策及び関連重要業績評価指標に関する評価コメント
（Ｈ29事業）

施策目標 施策No 施策の内容 担当課 　　　活動状況 　　　成果指標

公共施設の指定管理の更新（施設
数）

11 4 - 配置すべき人員の削減

公共施設の新規指定管理（施設数） - 1 - 公共施設総合管理計画 策定 - -

公共施設の指定管理の継続（施設
数）

- - 36
個別計画策定に向け施設類型ごとに
部会を設置

個別調書
作成

課題の整理

公共施設の総合的な管理方針の策定
基本計画
策定

- -

公共施設の個別施設ごとの計画策定 -
類型毎の
部会設置

委員会開催

・重点課題となっている人口減少に取り組むため、広原
スマイルタウンに続く第２弾の宅地分譲として、小野田
地区にある町の遊休地を活用し、新たに宅地13区画を造
成した。今後、分譲地の完売に向けて、取組みを強化し
ていく。（H29)
・マイホームを取得したいと考えている方にとって、こ
の補助制度があることで町内に残る、加美町へ転入する
ことを考えるきっかけになると考えている。実績も出て
いるため評価できるものと考える。（H30)
・平成24年度から空き家バンク事業を行っており、これ
まで延べ54件の物件が登録され、30件（賃貸15件、売買
15件）の交渉が成立している。移住希望者に対し、紹介
できる物件が少なければ移住・定住が進まない恐れもあ
り、空き家の有効活用や除去費用など、国の補助制度等
を活用した支援に取り組む必要がある。(H29・H30）・公共施設の管理運営を指定管理に移行し、民間委託を
進めていることにより、行政事務の効率化が図られた。
また、平成27年、28年度で策定した公共施設等総合管理
計画に基づき、平成32年度までに個別施設ごとの具体的
な計画を策定するため、施設類型ごとの部会を設置する
ことで公共施設等総合管理計画個別計画策定への推進が
図られた。(H29・H30)

移住・定住の促進 4

企画財政課

定住の促進12

13 効率的な行政運営の推進

総務課


